
 
 

自然災害が地域の出生力に与える影響に関する研究 

－因果効果の推定－ 

 

鎌田 健司 

 

１．はじめに 

 本稿は自然災害が地域の出生力変動に対する効果について定量的に分析することを目的

とする。昨年度は先行研究の整理と東日本大震災を例とした分析を行った。今年度は、昨

年度行った分析枠組みの再構築ならびに東日本大震災が地域の出生力に与える影響に関す

る因果効果の推定を行う。 

 

２．分析枠組みの再構築 

 昨年度の分析枠組みでは 14 都県を対象にしていたが、今年度はすべての都道府県を対象

とした分析を行う。市区町村単位は 2016 年 10 月１日境域とし、対象とする地域数は 1、

896 市区町村である。分析に関する観察期間は月単位および年単位で観察し、月単位は 2007

年 3 月から 2015 年 3 月まで、年単位は 2007 年から 2015 年とした。 

 データは厚生労働省「人口動態調査」の出生票を用い、届出遅れを補正した「日本に置

ける日本人」、「日本における外国人」を客体とした総人口ベースの出生数を対象とした。

月単位の観察を行うために統計法第 32 条、第 33 条に基づく個票の二次利用による集計を

行った。年単位の観察においては、上記の厚生労働省「人口動態調査」と総務省自治行政

局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2013 年まで 3 月末時点、2014 年

以降 1 月 1 日）を用いた。この調査では 2013 年以降、日本人と外国人別に公表されている。

ただし、登録人口であるため 2015 年の避難区域にも人口が集計されているなど現住人口を

示しているものではない。本分析では全期間について、総人口ベースで集計を行う。 

 出生力の指標は月別の出生数を用いるほか、小池（2010; 2017）による間接標準化法を

もとにした標準化出生比を用いる。 

 

1) 2011-15 年各市区町村の年齢別出生率を標準とした標準化出生比 

ሻݐ௜、ଶ଴ଵଵିଵହሺܨݏ ൌ
ሻݐ௜ሺܤ

∑ ௜ܲሺݐሻ ∙ ௜、ଶ଴ଵଵିଵହ௫ܨݎ
 

、௜、ଶ଴ଵହ：市区町村の標準化出生比ܨݏ ௜ܤ  ：市区町村の出生数൫15 െ

49歳൯、 ௜ܲ：市区町村の年齢別人口、ܨݎ௜、ଶ଴ଵଵିଵହ ∙：2011-15 年の市区町村

の年齢別出生率(ベイズ推定：都道府県)、 ݔ	49-15= 歳（5 歳階級別）、 ݐ	= 

2005-2015 (1 年) 
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2) 1)について、2010 年を 1 とした場合の 1985～2015 年の比 

ሻݐ௜、ଶ଴ଵ଴ሺݎܨݏ ൌ
ሻݐ௜、ଶ଴ଵଵିଵହሺܨݏ

௜、ଶ଴ଵଵିଵହሺ2010ሻܨݏ
 

 

3) 2)について、実際の出生数の比と 2)の差（年齢別人口構成の影響） 

 

ሻݐ௜、ଶ଴ଵ଴ሺܤݏ݂݅݀ ൌ ܤݎ௜、ଶ଴ଵ଴ሺݐሻ െ ݎܨݏ௜、ଶ଴ଵ଴ሺݐሻ 

 

 用いる指標と被害の定義については、昨年度と同様である。図 1 には、被害類計二巻す

る地理的分布を示した。これらの震災の被害についてそれぞれの被害状況を 7 類型にまと

めたものが図 2 である。対象となる 1、896 市区町村について、震災の被害なし 1、484 自

治体（78.3%）、地震のみの被害 323 自治体（17.0%）、津波のみの被害 12 自治体（0.6%）、

原発のみの被害 1 自治体（0.05%）、地震＋津波の被害 43 自治体（2.3%）、地震＋原発事故

の被害 22 自治体（1.2%）、地震＋津波＋原発事故の被害 11 自治体（0.6%）である。 

 

３．分析結果の概要（更新） 

 東日本大震災前後の出生力変化について月別出生数の変化と年次別標準化出生比の変化

について観察したい。図 3 には東日本大震災の被害 7 類型別に 2011 年 3 月の出生数を 1 と

した場合の出生数の指数変化を示している。出生数の月別変化は季節変動があるため、12

区間の移動平均も表示している。移動平均は、過去 1 年間の平均値を示すことから、推移

は概ね 1 年分先送りとなっていることに注意が必要である。 

先行研究では、災害の短期的影響は災害発生後 9〜10 ヶ月時点で観察されることが指摘

されているため、震災から 9 ヶ月前後の 12 月前後の変動に着目する。図 4 には東日本大震

災の被害 7 類型別に 2010 年を 100 とした場合の標準化出生比の指数変化を示している。 

 月別出生数の推移をみると（図 3）、2011 年後半から 2012 年はじめに急激な落ち込みが

観察される。海外の先行研究でみられるような震災後 9 ヶ月後の出生数の回復は短期的に

はみられない。ただし季節変動効果が含まれているため（月別出生数の年間の傾向は 1-3

月が少なく、7-10 月が多い傾向）、その解釈は慎重に行う必要がある。中期的傾向(震災後 4

年まで)でみると、季節変動によって 2013～14 年にも大きな減少が生じる月もあるが、被

害 7 類計別にみると震災の被害が少ない自治体ほど出生数の落ち込みは少ないことがわか

る。「地震＋津波＋原発」、「津波」地域は 2011～12 年に大きな落ち込みをみせたが、2012-14

年にかけて出生数の若干の増加がみられた。 
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(c) 原発事故 

図 1 東日本大震災の影響についての地理的分布 

（資料）(a)日本気象協会「市区町村別震度」、(b)総務省統計局「東日本太平洋岸地域のデータ及び被災関係データ」（2011 

年 4 月 25 日公表値）、(c) 文部科学省「地表から 1m の空間線量率（μSv/h）」（2011 年 7～11 月調査） 
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図 2 東日本大震災の被害 7 類型の地理的分布 

（資料）図 1 と同じ. 

 

 次に 2010 年を 1 とした年次別間接標準化出生比でみると（図 4）、2011 年の出生比の落

ち込みがみられるが、2012 年以降は被災地で出生比の若干の上昇（0.5%程度）が確認され

る。ただし、算出に用いているデータは住民票登録情報であるため原発被災地（避難区域）

や津波による家屋全壊世帯は他地域に居住している可能性が高い。図 5 には年齢別人口構

成の効果を示している。実際の出生比でみると転出等による人口規模や年齢別人口構成等

の影響によって、特に被害が大きい地域において出生比の減少の効果が大きいことがわか

る。すなわち、被災地において標準化出生比が上昇しているようにみえるのは、出生数の

減少よりも人口減少の効果が大きい可能性があることに留意が必要である。 

 最後に震災前後における地理的分布の変化について観察したい。年次別の標準化出生比

の変化について、(a)2010-11 年の変化、(b)2011-15 年の変化を観察したものが図 6 である。

2010-11 年の変化では、岩手県南部から福島県の沿岸部や福島県の浜通りは間接標準化出生

比が減少している地域が多いが、2011-15 年の変化ではそれらの地域において上昇が観察さ

れていることがわかる。 

 

被害なし
地震のみ
津波のみ
原発のみ
地震＋津波
地震＋原発
地震＋津波＋原発
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図 3 月別出生数の指数変化（2011 年 3 月＝1）2007 年 3 月〜2015 年 3 月 

（資料)厚生労働省「人口動態調査」、 届出遅れ補正済、 客体は「日本における日本人」、 「日本における外国人」. 

 
図 4 年次別標準化出生比（2010 年=1）2010 年〜2015 年 

(資料)厚生労働省「人口動態調査」、 届出遅れ補正済み、 客体は「日本における日本人」、 「日本における外国人」、 総

務省自治行政局「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2013 年まで 3 月末時点、2014 年以降 1 月 1 日）. 
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図 5 年齢別人口構成の影響（2010 年=1）2010 年〜2015 年 

(資料)図 4 と同じ. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 2010～11 年の差                   (b) 2011～15 年の差 

図 5 間接標準化出生比の地理的分布 

(資料)図 4 と同じ. 
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４．因果効果の推定 

東日本大震災が地域の出生力に及ぼす因果効果の推定を行うために、差分の差分析

（DID：Differences in Differences）を用いる（Evans et al. 2008、 Finlay 2009、 Burlando and 

Oregon 2014、 直井他 2017 など）。 

差分の差分析は、一般的には観察データにおいて因果効果を得るための準実験的デザイ

ンであり、観察したい処置効果（ここでは自然災害の発生）の効果を、処置群における応

答変数の時間を通じた平均的な変化と、対照群における時間を通じた変化を比較すること

で推定する（星野 2009）。差分の差分析は、通常 2 時点以上のパネルデータを用い、介入

後の処置群と対照群の差と介入前の処置群と対照群の差を示す。 

応答変数 ytは以下のように示されると考える。 

 

yt = zy1b + (1 − z)y0b 

 

ここで、ya: 自然災害前の応答変数、y1b: 自然災害が生じた群の自然災害後の応答変数、

y1b: 自然災害が生じない場合の自然災害後の応答変数、t 時点での自然災害発生の有無 zt  

 b 時点における測定値 δ = 1、a 時点の測定値 δ = 0 とすると、  

 

y = δyb + (1 − δ)ya = δ {zy1b + (1 − z)y0b} + (1 − δ)ya  

 

となる。すなわち、差分の差は、以下のようになる。 

 

DID = {E(y | z = 1、 δ = 1) − E(y | z = 1、 δ = 0)}−{E(y | z = 0、 δ = 1) − E(y | z = 0、 

δ = 0)}  

=E(y1b − ya | z = 1) − E(y0b − ya | z = 0) 

 

処置群での因果効果（TET） TET = E(y1b − y0b | z = 1)は反事実的仮定 E(y0b | z = 1)

を含むことから実際には観察できない。しかし、処置群と対照群の時間変化が等しいと考

えるならば、  

 

DID = E(y1b−ya | z = 1)−E(y0b−ya | z = 1)+{E(y0b − ya | z = 1) − E(y0b − ya | z = 0)} 

= E(y1b − ya | z = 1) − E(y0b − ya | z = 1) = E(y1b − ya | z = 1) = TET  

 

さらに、自然災害がなかった場合、時間的な変化がないと仮定されるならば y0b = ya、以

上の条件が満たされることになる。 

以上のように、3 つの仮定を満たすことで DID＝TET となる。 

(1) 2 時点間で調査対象者は等質である。（時点間で対象の構成変化がない）。 
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(2) 介入しなかった場合の応答変数の変化が b 時点における処置群と対照群で等しい。（「平

行トレンド」仮定）。 

(3) a 時点での結果変数の平均は 2 つのデータの処置群で共通であり、対照群でも共通。 

差分の差分析によって平均的な因果効果を推定するためには、回帰モデルを用いること

で推定が可能になる（森田 2014）。 

 

目的変数＝μ＋λ・処置＋δ・時点＋α（処置・時点）＋誤差項 

 

各パラメータの関係は以下のようになり、αが平均的な因果効果となる。 

 

表 1 回帰式における差分の差分析のパラメータ 

 

（資料）森田（2014）p.204 「表 18-2 回帰式による DD の推定」を筆者修正 

 

 森田（2014）では、差分の差分析は長期的なデータにおいては、様々な要因による複合

的な効果が生じるため長期的には必ずしも妥当しないということが示されていること、さ

らに処置群と対象群が近い属性であることが望ましいことから、傾向スコア分析と併用す

ることを推奨している。 

 従って、本分析においては、2009 年から 2012 年の震災直後の地域の出生力について分

析することとする。分析モデルは(1)通常の差分の差分析、(2)共変量を含む(1)の分析、(3)

傾向スコア分析（マッチング法）を用いた差分の差分析、(4)共変量を含む(3)の分析、(5)

固定効果モデルを用いた差分の差分析である。共変量には、総人口の対数値、社会増減率

（％）、沿岸ダミー、震災における死者・行方不明者数（対数）、原発から 30km 以内の 6

変数を用いた。記述統計は参考表に示した。 

 表 2 が推定結果である。震災の因果効果を示す DID の推定結果はモデル(1)、(2)、(5)で

は 95％水準において統計的に有意な結果となっており、震災の被害があった地域は平均で

0.017～0.019 の間接標準化出生比の低下効果がみられた。処置群と対象群の属性をマッチ

ング法によってバランス化させたモデル(3)、 (4)においては、10％水準において統計的に

有意な結果が得られ、間接標準化出生比の低下効果は 0.013～0.014 であった。従って、震

災によって被害を受けた地域は短期的に出生力が低下したことが因果効果として示された。 

 今回のモデルは暫定的な結果であり、共変量の選択や分析方法の改善など課題が残され

ている。次年度もモデルの洗練を目指して研究を継続していきたい。 

 

時点1 時点0 差
処置群 μ＋γ＋δ＋α μ＋γ δ＋α
対照群 μ＋δ μ δ

処置群−対照群 γ＋α γ α
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表 2 震災が地域の出生力に及ぼす因果効果 

 
  

参考表 因果効果の推定に用いた変数の記述統計 

 
 

 

 

 

標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差 標準誤差
因果効果
 処置 0.010 + 0.006 0.016 *** 0.006 0.012 ** 0.005 0.014 *** 0.005
 時点 0.006 0.004 0.007 + 0.004 0.008 0.005 0.008 0.005 0.006 ＋ 0.003
 処置・時点DID -0.017 ** 0.008 -0.019 * 0.008 -0.013 + 0.008 -0.014 + 0.007 -0.017 ** 0.007
共変量
 総⼈⼝（対数） -0.002 0.001 -0.006 *** 0.002
 社会増減率 -0.010 *** 0.002 -0.007 ** 0.003
 沿岸ダミー -0.004 0.004 0.002 0.006
 死者・⾏⽅不明者（対数） -0.004 + 0.002 -0.004 0.005
 原発から30km以内 0.015 ** 0.007 0.008 0.011
切⽚ 0.982 *** 0.003 0.997 *** 0.013 0.978 *** 0.004 1.045 *** 0.018 0.984 *** 0.002
N 7584 7584 2464 2464 7584
F 1.710 4.97 *** 1.84 4.9 *** 2.83 **
個体固有効果の標準偏差 0.087
残差の標準偏差 0.134
分散⽐ 0.295
有意⽔準：+ 10%⽔準, ** 5％⽔準, *** 1%⽔準 

(1) (2) (3) (4) (5)
係数係数係数係数係数

平均 標準偏差 最⼩値 最⼤値 観測数
間接標準化出⽣⽐ 全体 0.985 0.145 0 2.698 N =    7584

固体間 0.087 0.068 1.654 n =    1896
固体内 0.116 -0.131 2.133 T =       4

処置 全体 0.217 0.412 0 1 N =    7584
固体間 0.413 0 1 n =    1896
固体内 0.000 0.217 0.217 T =       4

時点 全体 0.500 0.500 0 1 N =    7584
固体間 0.000 0.500 0.500 n =    1896
固体内 0.500 0 1 T =       4

処置×時点DID 全体 0.109 0.311 0 1 N =    7584
固体間 0.206 0 0.500 n =    1896
固体内 0.233 -0.391 0.609 T =       4

総⼈⼝（対数） 全体 10.248 1.438 5.056 13.644 N =    7584
固体間 1.438 5.110 13.636 n =    1896
固体内 0.014 10.099 10.326 T =       4

社会増減率 全体 -0.278 0.790 -10.257 6.463 N =    7584
固体間 0.613 -3.287 2.687 n =    1896
固体内 0.499 -9.060 7.428 T =       4

沿岸ダミー 全体 0.348 0.476 0 1 N =    7584
固体間 0.476 0 1 n =    1896
固体内 0.000 0.348 0.348 T =       4

死者・⾏⽅不明者（ 全体 0.147 0.812 0 8.283 N =    7584
固体間 0.812 0 8.283 n =    1896
固体内 0.028 -1.933 0.840 T =       4

原発から30km以内 全体 0.070 0.255 0 1 N =    7584
固体間 0.255 0 1 n =    1896
固体内 0.000 0.070 0.070 T =       4
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